
とっとり週１副社長
プロジェクト(鳥取県)
・ビジネス人材の誘致に精通
した戦略マネージャーを招聘

・都市部の人材と県内企業を
マッチングする枠組みを構築

えちぜん鉄道(福井県)
・地域住民・自治体・
事業者で協議会を設置

・きめ細かいサービス・
需要の掘り起こし等に
より利用増を実現

モバイルクリニック
(長野県伊那市)
・産官学によるコンソーシアムを
組織し、最新のテクノロジーを
活用した地域課題解決に
関し議論

・実証実験を経て、オンライン
診療サービスを実装

京丸園㈱(静岡県浜松市)
・農業を通じた障害者の社会参画
をめざす「農福連携」を実施
・産官学の協議会で、地域に
おける農福連携の拡大に向け
活動

瀬戸内暮らしの大学
(香川県三豊市)
・地元の企業・個人が出資
して会社を設立

・若者から社会人まで幅広い
年齢層を対象とした学び・
人材育成の機会を提供

こうべ女性就業・活躍
促進プロジェクト
(兵庫県神戸市)
・若い世代の女性による
新しいビジネスや女性の
活躍・働き方改革を促進

・一時保育付きコワーキング
スペースの運営や、女性の
再就職支援等を実施

やまがたグローバル人材育成
コンソーシアム(山形県)
・行政、県内企業、高等教育機関が
コンソーシアムを形成
・地元企業等で働く外国人社員と
留学生へのキャリア教育、
就職支援を実施

たちかわ若者サポート
ステーション（東京都立川市）
・地方公共団体と協働し、若者等の
就労支援を実施

～地方創生２．０ 好事例の普遍化に向けて～
(1)安心して働き、暮らせる地方の生活環境の創生

馬場川通り(群馬県前橋市)
・地元企業が、中心市街地に
イベント広場等を整備

・地元の経営者らでつくる
まちづくり団体が遊歩道などを整備

・また、これら施設の管理運営まで
行うなど、持続的な
エリアマネジメントを実施

長崎スタジアムシティ(長崎県長崎市)
・地元出身の会社が大型複合施設を建設
・スポーツの試合、アイスショー、
音楽イベントなど様々なイベントを開催

シェア金沢(石川県金沢市)
・計画段階から自治会や町民と
構想を議論

・子ども、高齢者、障がい者、
地域の人たちが「ごちゃまぜ」
で共生するまちづくりを実施

共助型買物サービス
「おたがいマーケット」
(奈良県奈良市)
・日本郵政職員が自治体出向
・郵便局の既存の物流網を
活用し山間部での買物を
可能にする仕組みを構築

提供：長崎スタジアムシティ

社会変革推進財団による
地域活性化(沖縄県浦添市等)
・地域活性化に向けた取組を行う
企業等に対し出資・支援

・10年以上取引のない休眠預金等を
活用しビジネスコンテストや
起業支援を行う取組をサポート

まちづくり松山(愛媛県松山市)
・地域(産官学金言)が自発的に
まちづくりに取り組み稼げるよう、
組織運営支援等の取組を実施
・電子決済のほか、
デジタルマーケティング等に有効な
データ分析機能などを搭載した
アプリを地域に実装

コミュニティナースプロジェクト
（島根県雲南市）
・地域住民の健康を見守る
「コミュニティナース」を育成、輩出

・普段からの会話の積み重ねを通じ
住民同士が健康状態に気づき、予防
するためのきっかけを与える

海士町のまちづくり(島根県海士町)
・公募した15歳から70歳までの住民が、
自治体の総合振興計画の策定作業に参画

・ワークショップなどでの作業を通じ、
絵本のような冊子を製作しイメージを
具体化
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【交通×産業】北海道上士幌町
自動運転バスを活用した
「交通空白」解消

×
畜産由来メタンガスを活用した

発電電力
×

再エネの地産地消モデル

【農林水産業】香川県土庄町
美しい棚田風景の保全

×
農山漁村に泊まり食事や体験を

楽しむ「農泊」
×

コンテンツの舞台を訪問する
「聖地」化

【まちづくり】鹿児島県薩摩川内市
快適な水辺環境の整備

×
伝統的建造物群保存地区・
コミュニティスポーツパーク

～地方創生２．０ 好事例の普遍化に向けて～
(２)稼ぐ力を高め、付加価値創出型の新しい地方経済の創生～地方イノベーション創生構想～
①地域資源活用編

【農林水産業】静岡県西伊豆町
漁村・漁港ならではの魅力を活かす「海業」

×
釣り人の誘致

×
電子地域通貨・アプリ開発で遊漁集客

【文化】福井県小浜市・若狭町
海と都をつなぐ若狭の往来文化遺産群
～御食国若狭と鯖街道～（日本遺産）

×
鯖街道トレッキング

×
地場産品を用いた伝統食、古民家を活用

した宿泊施設

【産業】福島県福島市
震災からの復興

×
医療・介護ロボットやドローンで

課題解決をめざすスタートアップ育成
×

一般の人がロボットを見学・体験

【農林水産業】三重県津市
スマート農業

(ロボットによるミニトマト収穫）
×

遊休地を活用した果樹園地開発

【農林水産業】 青森県弘前市
りんごの栽培効率化

×
市場（国内・国外）に最適化した

生産・流通プロセス

【まちづくり×観光】山形県鶴岡市
「美しい水田風景」という地域資源

×
未利用地の有効活用

×
インバウンド誘客

【まちづくり】三重県伊勢市
菓子製造を中心に、酒類製造、介護事業、
ホテル、ブライダルなど、多様な事業の展開

×
地域の大学生や高校生と産官学の関係者が
連携し地域の課題解決に向けた取組を実践

【教育】徳島県神山町 
全国でおよそ20年ぶりに新設された高専

(神山まるごと高専）
×

デジタル人材の育成

２



凡例

大学産業交付金、J-Innovation Hub等により整備された産学連携拠点

その他新技術の実証を目的として整備された拠点

特区制度

スタートアップ拠点都市

半導体産業に対する国策的PJ支援

宇宙

ロボット・ドローン、水素

スーパーシティドローン

ドローン

自動運転

大規模農業

創業

農林・医療

中山間農業

観光

半導体、女性活躍

半導体

廃炉

GX産業、金融

特殊鋼

医療

自動車、
バイオ

光技術、
バイオ

園芸農業

航空宇宙

航空機等部品

半導体

半導体

海面養殖

食DX

食産業・食文化

水素

海洋半導体

バイオ

素材・部品

アルミ

複合材料 バイオ

連携“絆”特区
（福島県・長崎県）

スーパーシティ
観光、教育、
ビッグデータ

産業基盤の拠点や、拠点同士の連携による「新結合」の取組が始まっており、
インフラやデジタルを活用しつつ、自治体の枠を超えた広域展開を図る

連携“絆”特区
（宮城県・熊本県）

デジタル田園健康特区

～地方創生２．０ 好事例の普遍化に向けて～
(２)稼ぐ力を高め、付加価値創出型の新しい地方経済の創生～地方イノベーション創生構想～
②産業基盤編

【北海道大樹町】
ロケット射場
民間に開かれた宇宙港に
よる関連産業誘致

【福島県南相馬市・浪江町】
福島ロボットテストフィールド
「実証の聖地」における世界最先端の拠点を
目指し、ロボット・ドローン等の実証環境を整備

【島根県松江市】
金属素材研究拠点
たたら製鉄ゆかりの地で、
島根大学を中心に最先端の
金属素材研究を展開

【沖縄県恩納村】
OIST イノベーション
国際的にも高い求心力を持つ産学連携拠点

【愛知県名古屋市】
STATION Ai
日本最大のスタートアップ支援拠点

【茨城県つくば市】
スーパーサイエンスシティ
規制・制度改革とデータ連携を
一体的に進め、先端的サービスを実装

３



こどもの農山漁村体験(山形県飯豊町)
・東京都杉並区・飯豊町の官民が連携し、
体験活動を支援

・体験にとどまらず、当該校の給食で飯豊町の
食材が使われるなど、持続的な関係が構築

サザンクロスシステムズ
(宮崎県宮崎市)
・創業者の地元の宮崎へ本社機能の
一部を東京から移転

・地方拠点強化税制を活用

ヒダスケ！(岐阜県飛騨市)
・自治体が住民のチャレンジしたいこと
や困りごと等を登録する
プラットフォームを開設

・地域内外の「お手伝い」したい人と
マッチング
・体験ツアーやボランティアなど地域
内外の人々同士の交流と支え合いを
創出

～地方創生２．０ 好事例の普遍化に向けて～
(３)人や企業の地方分散～産官学の地方移転、都市と地方の交流等による創生～

浅野撚糸(福島県双葉町)
・復興に貢献するため、社長ゆかりの地
である福島に工場を新設
・タオル販売店やカフェなども併設し、
移住者、地元出身者、若い方々を雇用

地域の人事部(北海道道東地域)
・自治体・金融機関・教育機関が連携
・「道東で働きたい、戻ってきたい」と
考える若者をターゲットにした
情報発信や域内企業等とのマッチング・
定着を推進

二地域居住の推進
(鳥取県内３町・高知県内４市町村)
・各自治体が認定した者に対して、
航空会社が特別価格で航空券を提供

・二地域居住者への交通費負担軽減等を図る

４



水道管の漏水確認(愛知県豊田市)
・人工衛星からの電磁波の反射データを

AIで解析するツールを導入
・優先的に調査すべき水道管の漏水
エリアの特定等を実施

ドローンの多数機同時運航
(鹿児島県瀬戸内町)
・１人の遠隔操縦者により、
ドローン５機を同時運航（全国４地点）
※NEDO、KDDI、JALの３社共同

・人手不足の地域において、効率的な
ドローン配送を拡大

陣屋旅館(神奈川県秦野市)
・旅館業の業務をクラウド上で管理する
基幹システムを構築
・従業員が複数タスクをこなしたり
自発的に他のスタッフのサポートが
できるようになった

・業務効率化、経営改善を実現

自動運転バス(茨城県境町)
・自動運転バスの導入に向け、町が
住民や企業、議会との信頼関係の下、
議論を実施

・日本の自治体で初めて自動運転バス
の定常運行を実現

～地方創生２．０ 好事例の普遍化に向けて～
(４)新時代のインフラ整備とAI・デジタルなどの新技術の徹底活用

松山大学(愛媛県松山市)
・私立大学と県が、DX人材の育成
に関する連携協定を締結
・新たに「情報学部情報学科」を
新設

・デジタル技術の導入や運用を推進
していく人材を育成し、産業界等
へ輩出

レポサク(北海道中標津町)
・地元のスタートアップ企業が、
農業用車両の電源に挿すだけで
作業の進捗状況を簡単に可視化
できるツールを開発
・自治体が地域の農業関係者に
対し本取組を紹介し、
地域の農作業効率の向上を実現

関西サイバーセキュリティ・
ネットワーク(大阪府等) 
・産官学個が連携し、地域の
サイバーセキュリティ分野での
協力体制を構築

・人材発掘・育成、情報交換、
機運醸成の場を提供

さくらインターネット石狩
データセンター(北海道石狩市）
・石狩市とさくらインターネットが
包括連携協定を締結

・地域特性を活かし、再エネを
活用しながらDX・GXを推進

香川高専(香川県三豊市)
・高専で学んだ技術者が起業し、
地域企業のDXを推進
・送電線の異常を検知するAI
システムを開発・導入

５



リニア中間駅を始めとした新たな広域圏
・リニア中央新幹線開業を機に「日本中央回廊」
の核となる新たな圏域を形成
・多様な自然や文化を有する地域を内包する
新たな経済集積圏域を形成

関西広域連合
・日本で唯一の府県を超えた広域連合
・域内の公設試験研究機関や大学等が連携し企業
の技術支援を行うプラットフォームを構築
・経済団体とも定期的に意見交換の場を設け、
連携

～地方創生２．０ 好事例の普遍化に向けて～
(５)広域リージョン連携

奈良モデル(奈良県)
・水道や道路などの分野で、県・市町村それぞれの職員が
予算、インフラ施設を有効活用するなど、
戦略的にマネジメント

・県内市町村が意見交換する機会を定期的に設け、連携を強化

“昇龍道”プロジェクト
・中部・北陸９県の地図を龍の姿に重ね連携
・自治体、関係団体、観光事業者等が
広域観光周遊ルートを造成

・インバウンド誘客に向けたハード・ソフト
一体となった取組に対し国が支援

みちのく潮風トレイル
・八戸市から相馬市まで東北太平洋沿岸を一本の道で
つないだ長距離自然歩道

・国、自治体、民間団体、地域住民等が広域連携・協働
・東北の復興、豊かな自然、地域の暮らしに触れる旅の
提供や道の維持管理 、インバウンドを含む
観光振興やまちづくりを推進

九州地域戦略会議
・九州地方の知事会・経済団体で会議体を組織
・各自治体や企業・組織・金融機関が一丸と
なって、半導体産業の振興に向けた拠点の整備
や、九州全域でのMaaS事業など、
独自の発展戦略を策定、推進 ６
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	（経済産業省商務・サービスグループサービス政策課サービス産業室）

	（50）障害の有無等に依らない文化芸術活動環境の実現
	（文化庁参事官（生活文化創造担当））

	（51）孤独・孤立状態の予防の推進
	（内閣府孤独・孤立対策推進室）

	（52）新たな時代の価値観に根ざした地域ごとの法教育の推進
	（法務省大臣官房司法法制部司法法制課）

	（53）地域に根ざした地域の魅力を高める人権啓発活動の実施
	（法務省人権擁護局人権啓発課）

	（54）地方公共団体における再犯防止施策の充実・発展
	（法務省大臣官房秘書課企画再犯防止推進室）

	（55）安全・安心な地方の生活環境の創生に向けた更生保護の地域展開
	（法務省保護局更生保護振興課）

	（56）地方における法曹人材の確保
	（法務省大臣官房司法法制部司法法制課）

	（57）持続可能な保護司制度の確立を通じた安全・安心な地域社会の創生
	（法務省保護局更生保護振興課）

	（58）行政相談委員と民生委員、保護司、人権擁護委員などと連携した地域 課題解決
	（総務省行政評価局行政相談企画課）

	（59）官民の垣根を越えた共創の取組による北海道開発の推進や定住環境の維持に向けた「道の駅」の機能充実、アイヌの人々の誇りが尊重される社会の実現
	（国土交通省北海道局参事官、総務課アイヌ政策室、地政課）

	（60）アイヌの人々の誇りが尊重される社会の実現
	（内閣官房アイヌ総合政策室、内閣府アイヌ施策推進室、文化庁企画調整課、国土交通省北海道局総務課アイヌ政策室）

	（61）「地域くらしサービス拠点構想」（縮小社会にも適応できる、将来を見据えた地域のサービス拠点づくり）
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（62）地域の持続可能性の確保に向けた「コミュニティ・ハブ」としての郵 便局の利活用の推進
	（総務省情報流通行政局郵政行政部企画課）

	（63）鉄道駅の機能強化・拠点化（駅×各種施設・サービス）
	（国土交通省鉄道局都市鉄道政策課駅機能高度化推進室）

	（64）官民や事業者間で連携した人材の確保及び事業者間で共通した技術系人材の訓練・育成
	（国土交通省鉄道局技術企画課、総務課企画室）

	（65）デジタル技術を活用した地域生活ハブの整備推進
	（デジタル庁国民向けサービスグループ新地方創生担当）

	（66）農村ＲＭＯの形成等による地域で支え合うむらづくりの推進
	（農林水産省農村振興局地域振興課、農村計画課農村活性化推進室、新事業・食品産業部食品流通課）

	（67）地域協同プラットフォームの構築
	（経済産業省商務・サービスグループ参事官室）

	（68）全ての地域住民が円滑に食料を入手できる地域社会の形成のために官民が連携して行う食料提供システムの整備
	（農林水産省消費・安全局消費者行政・食育課）

	（69）地域のケーブルテレビや辺地共聴施設を通じたテレビ視聴環境等の確保
	（総務省情報流通行政局衛星・地域放送課地域放送推進室）

	（70）特定有人国境離島地域の地域社会維持の実現
	（内閣府総合海洋政策推進事務局有人国境離島政策推進室）

	（71）「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全面展開
	（国土交通省総合政策局地域交通課、物流・自動車局旅客課）

	（72）「ヒトを支援するＡＩターミナル」、「サイバーポート」等による港湾の生産性向上・労働環境改善・災害時等支援の高度化
	（国土交通省港湾局港湾経済課、参事官（技術監理・情報化）室）

	（73）地域医療構想における取組・医師偏在対策の推進
	（厚生労働省医政局地域医療計画課）

	（74）地域医療提供体制の維持・確保
	（厚生労働省医政局総務課、地域医療計画課、医事課、看護課、医療情報担当参事官室、健康・生活衛生局難病対策課、こども家庭庁成育局母子保健課、文部科学省高等教育局医学教育課）

	（75）地域の医療需要に対応するための医療人材の養成
	（文部科学省高等教育局医学教育課）

	（76）増大する救急需要への対応
	（消防庁消防・救急課救急企画室）

	（77）地域の介護・福祉サービス等の維持・確保
	（厚生労働省老健局総務課、介護保険計画課、高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課、社会・援護局福祉基盤課、障害保健福祉部障害福祉課）

	（78）介護予防・地域ささえあいサポート拠点整備モデル事業の実施
	（厚生労働省老健局老人保健課）

	（79）若者に選ばれる地方
	（こども家庭庁長官官房総合政策担当）

	（80）子育て世帯に選ばれる地方
	（こども家庭庁成育局母子保健課、保育政策課、成育環境課、支援局総務課）

	（81）全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」（日本版ＣＣＲＣ）2.0の展開
	（内閣官房全世代型社会保障構築本部事務局、新しい地方経済・生活環境創生本部事務局、内閣府地方創生推進事務局、こども家庭庁成育局成育環境課、総務省地域力創造グループ地域振興室、自治財政局調整課、文部科学省大臣官房政策課、総合教育政策局地域学習推進課、高等教育局大学振興課、スポーツ庁健康スポーツ課、厚生労働省医政局地域医療計画課、職業安定局雇用開発企画課、社会・援護局地域福祉課、福祉基盤課、障害保健福祉部障害福祉課、老健局高齢者支援課、農林水産省農村振興局農村計画課、都市農村交流課、経済産業省経済産業...

	（82）農山漁村における官民共創促進のための体制整備
	（農林水産省農村振興局農村計画課農村活性化推進室）

	（83）通いによる農林水産業への参画・地域のコニュニティの維持や農山漁村を支える官民の副業促進
	（農林水産省農村振興局農村計画課農村活性化推進室）

	（84）農山漁村における外部企業との案件形成に向けた資金・人材の確保
	（農林水産省農村振興局農村計画課農村活性化推進室）

	（85）地域生活圏の形成
	（国土交通省国土政策局総合計画課）

	（86）持続可能な協働型都市再生
	（国土交通省都市局まちづくり推進課）

	（87）文化資源を活用した個性ある地方都市再生
	（国土交通省都市局まちづくり推進課、公園緑地・景観課、文化庁文化資源活用課）

	（88）地方への不動産投資の促進
	（国土交通省不動産・建設経済局不動産市場整備課）

	（89）民主導でハード整備からソフト運営まで担う新しいタイプの企業城下町、人を惹（ひ）き付ける質の高いまちづくりの推進
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（90）人口減少を踏まえたコンパクト・プラス・ネットワークの深化・発展による都市の持続性の確保
	（国土交通省都市局都市計画課）

	（91）連携中枢都市圏を始めとした広域連携の推進
	（総務省自治行政局市町村課）

	（92）「まちの顔」となる中心市街地の活性化
	（内閣府地方創生推進事務局）

	（93）エリアマネジメントによる地域経営、公共空間の更なる利活用
	（国土交通省都市局まちづくり推進課）

	（94）人口減少下に適応した国土利用・管理の推進
	（国土交通省国土政策局総合計画課）

	（95）生活道路等対策
	（警察庁交通局交通規制課）

	（96）安全・安心に暮らせる道路交通環境の整備等の推進
	（国土交通省道路局環境安全・防災課）

	（97）自転車ネットワークの活用によるグリーンモビリティタウン
	（国土交通省道路局企画課）

	（98）気候変動に対応した快適な暮らし空間の確保
	（国土交通省総合政策局環境政策課、都市局都市環境課、公園緑地・景観課、道路局環境安全・防災課、水管理・国土保全局河川環境課）

	（99）地域の一翼を担うかわまちづくり
	（国土交通省水管理・国土保全局河川環境課）

	（100）若年世帯を含む多様な世帯が生き生きと暮らすことのできる住宅団地の形成
	（国土交通省住宅局市街地建築課市街地住宅整備室）

	（101）ローカル鉄道の再構築
	（国土交通省鉄道局鉄道事業課）

	（102）路面電車の走行空間の整備等による地域のにぎわいや安心して暮らせる生活環境の創出
	（国土交通省道路局路政課）

	（103）オープンイノベーションを通じた誰もが安心して移動できる環境等の構築
	（国土交通省政策統括官付）

	（104）道路空間の再配分による新しい物流対策
	（国土交通省道路局環境安全・防災課）

	（105）地域に根ざす国公有財産の戦略的マネジメントによるエリア価値向上
	（財務省理財局国有財産調整課・国有財産有効活用室、国有財産業務課）

	（106）地方公共団体が所有する複数の遊休地の効果的な活用
	（内閣府民間資金等活用事業推進室）

	（107）ＰＰＰ／ＰＦＩを活用したフェーズフリーな施設整備等の推進
	（内閣府民間資金等活用事業推進室）

	（108）ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォームを活用した地域経済・社会の活性化
	（内閣府民間資金等活用事業推進室）

	（109）避難所の生活環境の抜本的改善を始めとした地域の防災力強化
	（内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（普及啓発・連携担当）、参事官（避難生活担当）、参事官（被災者生活再建担当）、参事官（地域防災力強化担当））

	（110）再生可能エネルギーを活用した避難所・防災機能の強化
	（環境省大臣官房地域脱炭素事業推進課）

	（111）安心・安全、防災・減災・復興まちづくりの推進
	（国土交通省都市局都市安全課）

	（112）防災・減災、国土強靱化の推進
	（内閣官房国土強靱化推進室）

	（113）地震・火災に脆弱な密集市街地の改善整備や安全確保
	（国土交通省住宅局市街地建築課市街地住宅整備室、消防庁消防・救急課、予防課）

	（114）地方公共団体との人事交流の拡大・退職自衛官の再就職支援
	（防衛省大臣官房秘書課、人事教育局人材育成課）

	（115）緊急消防援助隊や消防団を始めとした消防防災力の充実強化
	（消防庁消防・救急課、国民保護・防災部防災課地域防災室、広域応援室）

	（116）防災気象情報の高度化等による地域の防災対応支援
	（気象庁総務部企画課）

	（117）山地災害からの地域の守り手確保に向けた対策
	（林野庁森林整備部治山課）

	（118）空港の防災拠点としての有効活用
	（国土交通省航空局航空ネットワーク部空港技術課）

	（119）港を核とした海上支援ネットワークの形成
	（国土交通省港湾局海岸・防災課災害対策室）

	（120）災害廃棄物対策による災害に強いまちづくり
	（環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課、環境再生事業担当参事官付災害廃棄物対策室）

	（121）国土強靱化に向けた災害発生時における警察の対処能力の向上
	（警察庁長官官房会計課、通信基盤課、交通局交通規制課）

	（122）学校施設の耐災害性の強化
	（文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当））

	（123）地籍整備の推進
	（国土交通省政策統括官付地理空間情報課地籍整備室）

	（124）発災時の住まい確保に係る官民連携等の促進
	（国土交通省住宅局住宅生産課木造住宅振興室）

	（125）災害対応のデジタル化・被災者支援業務の高度化
	（デジタル庁国民向けサービスグループ防災担当）

	（126）地域の防犯力強化
	（警察庁生活安全局生活安全企画課犯罪抑止対策室）

	（127）警察業務のデジタル化の推進
	（警察庁長官官房技術企画課情報化担当参事官室）

	（128）誰もが安心・安全に暮らせる生活環境の創生に向けた地方消費者行政の充実・強化
	（消費者庁地方協力課）

	（129）消費者庁新未来創造戦略本部における取組
	（消費者庁新未来創造戦略本部）


	２．稼ぐ力を高め、付加価値創出型の新しい地方経済の創生
	～地方イノベーション創生構想～
	（１）地方での海外展開支援体制の構築
	（経済産業省通商政策局貿易振興課、中小企業庁経営支援部海外展開支援室）

	（２）観光・インバウンドの地方誘客の促進を通じた高付加価値化
	（観光庁観光戦略課、国税庁課税部酒税課酒類業振興・輸出促進室、文化庁参事官（文化拠点担当）、スポーツ庁参事官（地域振興担当）、農林水産省新事業・食品産業部外食・食文化課、農村振興局都市農村交流課、環境省自然環境局国立公園課）

	（３）観光地における渋滞対策、クルーズ振興などのインバウンドの受入環境整備の推進
	（国土交通省道路局企画課、港湾局産業港湾課、観光庁観光戦略課）

	（４）産業遺産を活用した地域の魅力増進
	（内閣府地方創生推進事務局）

	（５）地方版図柄入りナンバープレートを活用した地域活性化施策
	（国土交通省物流・自動車局自動車情報課）

	（６）輸出促進等による農山漁村の付加価値創出の実現
	（農林水産省輸出・国際局輸出支援課、輸出企画課、知的財産課）

	（７）農山漁村の魅力を活用した国内外の観光客の呼び込み
	（農林水産省農村振興局都市農村交流課、新事業・食品産業部外食・食文化課）

	（８）里・森・海業でおいしく豊かで楽しい農山漁村創出、付加価値向上のための取組
	（農林水産省大臣官房政策課）

	（９）森業の推進
	（林野庁森林整備部森林利用課）

	（10）棚田地域振興による経済活性化
	（内閣府地方創生推進事務局、農林水産省農村振興局地域振興課）

	（11）養蜂等の畜産資源を活用した地域活性化対策
	（農林水産省畜産局畜産振興課）

	（12）ジビエ等の利活用拡大に向けた取組の推進
	（農林水産省農村振興局鳥獣対策・農村環境課鳥獣対策室）

	（13）海業の推進
	（水産庁漁港漁場整備部計画・海業政策課海業振興室）

	（14）地域の食品産業の持続的な発展
	（農林水産省新事業・食品産業部企画グループ）

	（15）地域発フードテックビジネスの創出・展開
	（農林水産省新事業・食品産業部新事業・国際グループ）

	（16）ゼロカーボンシティを目指した魅力ある地域づくり
	（農林水産省大臣官房みどりの食料システム戦略グループ）

	（17）地域に根付く酒蔵を中心とした輸出・インバウンドの強化
	（国税庁課税部酒税課、酒類業振興・輸出促進室、鑑定企画官）

	（18）意欲と能力のある者により酒造りがはじめられる取組、伝統的な清酒産業・文化の持続的な発展・継承
	（国税庁課税部酒税課）

	（19）伝統工芸品・地場産業の販路開拓等支援
	（経済産業省製造産業局生活製品課、商務・サービスグループ文化創造産業課伝統的工芸品産業室）

	（20）刑事施設における刑務作業等を通じた地方創生
	（法務省矯正局更生支援管理官）

	（21）「ＮＥＸＴ日本博」（仮称）を通じた地方創生
	（文化庁文化経済・国際課）

	（22）文化庁と観光庁の連携等による文化観光の振興を通じた地方創生
	（文化庁参事官（文化拠点担当））

	（23）地域コミュニティの持続の絆である文化財の維持管理・強靱化
	（文化庁文化資源活用課）

	（24）生活文化等の振興による地方創生
	（文化庁参事官（生活文化創造担当））

	（25）地域における文化芸術活動の基盤強化による地方創生
	（文化庁参事官（生活文化創造担当））

	（26）スポーツによる地域・経済の活性化
	（スポーツ庁参事官（民間スポーツ担当））

	（27）スポーツリーグ・クラブによる海外ファン獲得支援
	（経済産業省商務・サービスグループ サービス政策課スポーツ産業室）

	（28）コンテンツを活用した地方創生の好循環づくり
	（内閣府知的財産戦略推進事務局参事官（クールジャパン戦略推進担当）、経済産業省商務・サービスグループ文化創造産業課）

	（29）文化施設（博物館、劇場等）の振興
	（文化庁企画調整課）

	（30）地域におけるマンガ、アニメ、ゲーム、映画等の活用・人材育成
	（文化庁参事官（芸術文化担当））

	（31）ｗｅｂ３技術の活用による地方に眠る価値のグローバル価格への引き直し
	（デジタル庁戦略・組織グループｗｅｂ３担当）

	（32）サイクルツーリズムの推進等による自転車の活用の推進
	（国土交通省道路局参事官（自転車活用推進））

	（33）地域の環境資源等を最大活用した付加価値創出等推進事業
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局、内閣府地方創生推進室）

	（34）自然資本を核としたネイチャーポジティブな地域づくり
	（環境省自然環境局自然環境計画課、水・大気環境局環境管理課環境創造室、農林水産省大臣官房みどりの食料システム戦略グループ、国土交通省総合政策局環境政策課）

	（35）豊かな水環境の保全と活用による地域活性化
	（環境省水・大気環境局環境管理課環境創造室）

	（36）インフラをいかした「稼ぐ藻場」の形成や釣り文化振興等による地方創生
	（国土交通省港湾局海洋・環境課）

	（37）海藻等の保全・再生活動によるCO2吸収固定対策を通じた地域活性化
	（環境省地球環境局総務課脱炭素社会移行推進室）

	（38）国立公園等の利用拠点の魅力向上
	（環境省自然環境局国立公園課）

	（39）国民運動「デコ活」の推進
	（環境省地球環境局地球温暖化対策課脱炭素ライフスタイル推進室）

	（40）地域の再生可能エネルギーの開発
	（資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部新エネルギー課）

	（41）雪氷熱の利用促進に向けた体制構築
	（国土交通省北海道局参事官）

	（42）地域脱炭素2.0の展開による地域課題解決・地域経済活性化・自立分散型社会の創出
	（環境省大臣官房地域脱炭素事業推進課）

	（43）地産地消の再エネ都市の形成（シン・スマートシティ）
	（国土交通省道路局環境安全・防災課）

	（44）地域脱炭素による地域産業と農林水産業の更なる所得向上
	（環境省大臣官房地域政策課）

	（45）地域脱炭素人材の確保・シェアリングの推進
	（環境省大臣官房地域政策課）

	（46）地域の中小企業の省エネ支援体制の構築
	（資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部省エネルギー課）

	（47）炭素除去（ＣＤＲ）等クレジット創出による地方創生
	（環境省地球環境局総務課脱炭素社会移行推進室）

	（48）商用電動車の劣化バッテリーを再利用した再エネ地産地消モデルの推進
	（国土交通省物流・自動車局技術・環境政策課）

	（49）ＳＤＧｓを踏まえた港湾利用の新たな取組
	（国土交通省港湾局海洋・環境課、産業港湾課、海岸・防災課）

	（50）地域資源を活用した国産ＳＡＦの利用環境の整備
	（国土交通省航空局航空戦略室カーボンニュートラル推進室、資源エネルギー庁資源・燃料部燃料供給基盤整備課）

	（51）地域の肥料資源等循環利用対策
	（農林水産省畜産局畜産振興課）

	（52）地域の特性をいかした資源循環の推進
	（環境省環境再生・資源循環局総務課、循環型社会推進室）

	（53）地域資源の循環利用を通じた持続可能な地域づくり
	（農林水産省大臣官房環境バイオマス政策課）

	（54）里山広葉樹の利活用を通じた再生の取組
	（林野庁森林整備部計画課）

	（55）ＣＬＴやＪＡＳ構造材等の活用による「地方木化」の推進
	（林野庁林政部木材産業課）

	（56）地域一体となった防除の実現
	（農林水産省消費・安全局植物防疫課）

	（57）「地域循環共生圏」の創造による新たな成長の実現
	（環境省大臣官房地域政策課地域循環共生圏推進室）

	（58）気候変動にサステナブルな付加価値の創出
	（環境省地球環境局総務課気候変動科学・適応室）

	（59）地域金融力の強化に向けた政策パッケージの推進
	（金融庁監督局銀行第二課、協同組織金融室、企画市場局総務課信用制度参事官室）

	（60）金融・資産運用特区の実現・発展
	（金融庁総合政策局総合政策課）

	（61）地域におけるインパクト投資の機運醸成・裾野拡大
	（金融庁総合政策局総合政策課サステナブルファイナンス推進室）

	（62）地域金融機関による事業性融資の推進
	（金融庁監督局銀行第二課地域金融企画室、企画市場局総務課信用制度参事官室）

	（63）地域金融機関による地域資源の活用や地域課題の解決
	（金融庁監督局銀行第二課、協同組織金融室）

	（64）政府系金融機関による地場企業や地域事業の支援・強化
	（財務省大臣官房政策金融課、国際局開発政策課）

	（65）中堅企業の成長促進
	（経済産業省経済産業政策局産業創造課、地域経済産業政策課）

	（66）売上高100億円超の中小企業の創出
	（中小企業庁長官官房総務課、事業環境部企画課、経営支援部経営支援課）

	（67）成長加速マッチングサービスの利活用促進
	（中小企業庁経営支援部経営支援課）

	（68）再生フェーズ周辺の中小企業・小規模事業者の集約化促進
	（中小企業庁事業環境部金融課）

	（69）地域経済を支える小規模事業者への支援強化
	（中小企業庁経営支援部小規模企業振興課、経営安定対策室）

	（70）地方の国際的取組との連携・協力（地方連携推進）
	（外務省大臣官房総務課地方連携推進室）

	（71）地方への対日直接投資の促進
	（経済産業省経済産業政策局投資促進課）

	（72）知的財産の戦略的活用支援
	（特許庁総務部総務課）

	（73）福島イノベーション・コースト構想を核とした福島県浜通り地域等の産業発展
	（経済産業省大臣官房福島復興推進グループ総合調整室、福島新産業・雇用創出推進室）

	（74）地方公共団体・産業界と連携した「共創拠点」の実装
	（文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部計画課）

	（75）先端研究基盤の全国ネットワーク化による地方の研究力強化
	（文部科学省科学技術・学術政策局参事官（研究環境担当）付、研究振興局大学研究基盤整備課）

	（76）産学官連携によるオープンイノベーションの推進
	（経済産業省イノベーション・環境局イノベーション政策課大学連携推進室、総務課産業技術法人室）

	（77）早期実現と産業化を目指したフュージョン(核融合)拠点の形成
	（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局参事官（フュージョン担当））

	（78）産学官共創やスタートアップ創出のイノベーション・エコシステム
	（文部科学省科学技術・学術政策局産業連携・地域振興課）

	（79）第２期スタートアップ・エコシステム拠点都市の推進
	（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局参事官（イノベーション推進担当））

	（80）スタートアップを核としたオープンイノベーションの推進
	（農林水産省農林水産技術会議事務局研究推進課）

	（81）スタートアップと地方公共団体の連携・調達の促進
	（経済産業省イノベーション・環境局イノベーション創出新事業推進課、内閣府科学技術・イノベーション推進事務局参事官（イノベーション推進担当））

	（82）ローカルスタートアップの創出・拡大
	（総務省地域力創造グループ地域政策課）

	（83）地域におけるＩＣＴスタートアップ創出による地域経済の発展
	（総務省国際戦略局技術政策課）

	（84）環境スタートアップの更なる推進
	（環境省大臣官房総合政策課環境技術室）

	（85）ドローンを活用した新たなサービスの導入
	（国土交通省航空局安全部無人航空機安全課）

	（86）ロボット配送の社会実装
	（経済産業省商務・サービスグループ消費・流通政策課物流企画室）

	（87）農林水産業の生産性向上
	（農林水産省大臣官房政策課）

	（88）スマート農業の推進
	（農林水産省大臣官房政策課技術政策室）

	（89）スマート林業の推進
	（林野庁森林整備部研究指導課技術開発推進室）

	（90）スマート水産業の推進
	（水産庁増殖推進部研究指導課）

	（91）高精度測位サービスの活用促進によるスマートシティ、スマート農業実現への貢献
	（内閣府宇宙開発戦略推進事務局準天頂衛星システム戦略室）

	（92）ＩＴ企業と連携した農山漁村におけるデータ活用の推進
	（農林水産省大臣官房政策課技術政策室）

	（93）畜産クラスター事業を活用した地域経済・社会の維持・強化
	（農林水産省畜産局企画課）

	（94）地域の畜産経営への飼料供給維持への支援
	（農林水産省畜産局飼料課）

	（95）近未来スマート畜産モデル実証事業
	（農林水産省畜産局畜産振興課）

	（96）医療ＤＸの推進
	（厚生労働省医政局医療情報担当参事官室、大臣官房情報化担当参事官室、健康・生活衛生局健康課、感染症対策部予防接種課、医薬局総務課、老健局老人保健課、介護保険計画課、デジタル庁国民向けサービスグループ健康・医療・介護担当）

	（97）消防防災ＤＸ・新技術の推進
	（消防庁総務課技術戦略室、消防・救急課、国民保護・防災部防災課防災情報室）

	（98）データ連携基盤の共同利用の推進とデータ利活用事例の展開
	（デジタル庁国民向けサービスグループ新地方創生担当）

	（99）経済安全保障推進法に基づく物資の安定供給確保
	（内閣府政策統括官（経済安全保障担当）付参事官（特定重要物資担当））

	（100）「新結合」を全国各地で生み出す取組
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）


	３．人や企業の地方分散
	～産官学の地方移転、都市と地方の交流等による創生～
	（１）政府関係機関の地方移転
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（２）本社機能の地方移転・拡充の更なる促進
	（内閣府地方創生推進事務局）

	（３）地方大学・地域産業創生交付金
	（内閣府地方創生推進事務局）

	（４）大学等の地方分散
	（文部科学省高等教育局大学振興課・専門教育課、内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（５）地方大学による産学連携・人材育成を通じた地方創生
	（文部科学省高等教育局大学振興課）

	（６）地方私立大学による人材育成機能の確保
	（文部科学省高等教育局私学部私学行政課）

	（７）専修学校における地域の専門人材の育成
	（文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課）

	（８）高等専門学校による産学連携・人材育成を通じた地方創生
	（文部科学省高等教育局専門教育課）

	（９）ふるさと住民登録制度の創設
	（総務省地域力創造グループ地域情報化企画室）

	（10）関係人口の量的拡大・質的向上
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（11）企業版ふるさと納税の更なる活用促進等
	（内閣府地方創生推進事務局、内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（12）こどもの農山漁村体験の推進
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（13）有機農業を通じた魅力的な地域づくりの推進
	（農林水産省大臣官房みどりの食料システム戦略グループ、農産局農業環境対策課）

	（14）不動産業者を始めとする多様なプレーヤーの連携による地域価値共創の推進
	（国土交通省不動産・建設経済局参事官(不動産管理業)）

	（15）福島県浜通り地域等の関係人口拡大
	（経済産業省大臣官房福島復興推進グループ総合調整室、福島広報戦略・風評被害対応室、福島芸術文化推進室）

	（16）地域の担い手支援総合パッケージ
	（総務省地域力創造グループ地域政策課、地域自立応援課）

	（17）若者や女性地域交流促進パッケージ
	（総務省地域力創造グループ地域政策課、地域振興室）

	（18）スモールコンセッションや空き家等を活用した二地域居住の推進
	（国土交通省国土政策局地方政策課、総合政策局社会資本整備政策課、住宅局住宅総合整備課住環境整備室）

	（19）スモールコンセッションの推進
	（国土交通省総合政策局社会資本整備政策課）

	（20）空き地等の円滑な利活用や適正管理の推進
	（国土交通省不動産・建設経済局土地政策課）

	（21）地域資源としての古民家の再生
	（国土交通省住宅局住宅生産課木造住宅振興室）

	（22）木材を始めとした地域の建材利用の促進による地域での住まいの確保と地域経済の発展の実現
	（国土交通省住宅局住宅生産課木造住宅振興室）

	（23）地域企業経営人材マッチング促進事業の活用
	（金融庁監督局総務課人材マッチング推進室、経済産業省経済産業政策局産業創造課）

	（24）地域金融機関による人材マッチングの促進
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（25）地方へのテレワークの浸透
	（総務省情報流通行政局地域通信振興課、内閣府地方創生推進室、厚生労働省雇用環境・均等局在宅労働課、経済産業省商務情報政策局情報技術利用促進課、国土交通省都市局都市環境課）

	（26）地域一体での人材確保・育成・定着モデルの普及促進
	（経済産業省経済産業政策局地域経済産業政策課）

	（27）地域おこし協力隊等の更なる拡充
	（総務省地域力創造グループ地域自立応援課）

	（28）地方移住の更なる促進
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（29）地域人材の自律的な育成に向けたモデル構築
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（30）離島と本土の人流創出
	（内閣府総合海洋政策推進事務局有人国境離島政策推進室）

	（31）地域資源をいかした条件不利地域の振興等
	（国土交通省国土政策局地域振興課、離島振興課、特別地域振興官）

	（32）地域における事業承継の担い手の確保
	（中小企業庁事業環境部財務課）

	（33）地域金融機関の事業者支援の取組推進（経営改善・事業再生、事業承継支援等）
	（金融庁監督局総務課監督調査室）


	４．新時代のインフラ整備とＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用
	（１）ＧＸ産業立地、ワット・ビット連携の推進
	（経済産業省イノベーション・環境局ＧＸグループ脱炭素成長型経済構造移行投資促進課）

	（２）ワット・ビット連携によるデジタルインフラの分散立地、ネットワークインフラ整備の推進
	（総務省総合通信基盤局電気通信事業部データ通信課、基盤整備促進課、国際戦略局技術政策課）

	（３）拠点分散促進に資する量子暗号通信網の社会実装
	（総務省国際戦略局技術政策課研究推進室）

	（４）ＧＸ・ＤＸ分野における大規模投資の促進
	（経済産業省商務情報政策局情報産業課、商務情報政策局電池産業課）

	（５）産業用地・インフラ確保の促進
	（経済産業省経済産業政策局地域産業基盤整備課、地域経済産業政策課）

	（６）地域における産業構造転換に必要なインフラ整備の推進
	（内閣府地方創生推進事務局）

	（７）地方におけるＤＸの原資となる地理空間情報の整備・利活用促進
	（国土交通省政策統括官付地理空間情報課）

	（８）気象データ利活用による生産性向上
	（気象庁総務部企画課）

	（９）スマートシティの推進
	（内閣府科学技術・イノベーション推進事務局参事官（スマートシティ担当）、地方創生推進事務局、総務省情報流通行政局地域通信振興課、国土交通省都市局国際・デジタル政策課、総合政策局モビリティサービス推進課、経済産業省製造産業局自動車課モビリティＤＸ室）

	（10）データ利活用による地域課題解決とWell-beingの向上
	（デジタル庁国民向けサービスグループ新地方創生担当）

	（11）「ｉ-都市再生」の地域への実装によるＤＸの促進
	（内閣府地方創生推進事務局）

	（12）データ活用による空き家対策等業務の変革
	（国土交通省総合政策局情報政策課）

	（13）中山間地域の活性化の一翼を担う流域資源の活用
	（国土交通省水管理・国土保全局河川環境課）

	（14）デジタルライフラインの全国整備
	（経済産業省商務情報政策局情報経済課）

	（15）新たな道路管理システムの構築
	（国土交通省道路局路政課）

	（16）新たなモビリティサービスの社会実装の実現
	（デジタル庁国民向けサービスグループモビリティ担当）

	（17）道路における新たなモビリティサービスの社会実装の実現
	（国土交通省道路局道路交通管理課、企画課）

	（18）バスタプロジェクトの推進、新たなモビリティに対応した道路空間の整備
	（国土交通省道路局企画課）

	（19）小型無操縦者航空機の社会実装に向けた環境整備
	（国土交通省航空局安全部無人航空機安全課）

	（20）地方創生拠点を活用した自動運転等の推進
	（国土交通省物流・自動車局企画・電動化・自動運転参事官室）

	（21）社会的ニーズの変化や自動運転等の新技術の実装を見据えた物流拠点の整備
	（国土交通省物流・自動車局貨物流通事業課貨物流通経営戦略室）

	（22）自動運転の拡大に向けた調査研究
	（警察庁交通局交通企画課自動運転企画室）

	（23）空飛ぶクルマの社会実装
	（国土交通省航空局安全部無人航空機安全課）

	（24）電子渡航認証制度の導入による厳格・円滑な出入国審査の推進
	（出入国在留管理庁出入国管理部出入国管理課）

	（25）水道のスマートメーターを活用した高齢者等の見守り
	（国土交通省水管理・国土保全局水道事業課）

	（26）鳥獣被害防止対策の高度化
	（農林水産省農村振興局鳥獣対策・農村環境課鳥獣対策室）

	（27）地域社会ＤＸの推進
	（総務省情報流通行政局地域通信振興課）

	（28）地域交通ＤＸの推進
	（国土交通省総合政策局モビリティサービス推進課）

	（29）建築・都市のＤＸ（まちづくりＤＸ、建築分野のＤＸ）
	（国土交通省政策統括官付地理空間情報課、都市局国際・デジタル政策課、住宅局建築指導課、不動産・建設経済局不動産市場整備課）

	（30）ｉ-Construction 2.0の推進
	（国土交通省大臣官房技術調査課）

	（31）測量ＤＸによる担い手確保
	（国土交通省国土地理院企画部企画調整課）

	（32）企業ＤＸ推進に資するデジタル人材育成
	（経済産業省商務情報政策局情報技術利用促進課）

	（33）大学・高専機能強化支援事業による成長分野の人材育成
	（文部科学省高等教育局専門教育課）

	（34）職業訓練のデジタル分野の重点化の推進
	（厚生労働省人材開発統括官付人材開発政策担当参事官室）

	（35）政府デジタル人材の確保・育成
	（デジタル庁戦略・組織グループ人事担当）

	（36）教育データ利活用の推進と教育分野における認証基盤の整備
	（デジタル庁国民向けサービスグループ教育担当）

	（37）数理・データサイエンス・ＡＩ教育の推進
	（文部科学省高等教育局専門教育課）

	（38）半導体人材育成拠点形成事業による高度専門人材の育成
	（文部科学省高等教育局専門教育課）

	（39）統計データ利活用促進のための人材確保・環境整備支援等
	（総務省統計局統計情報利用推進課、統計情報システム管理官、統計調査部調査企画課、統計データ利活用センター、政策統括官（統計制度担当）付統計企画管理官、統計研究研修所管理・研修部研修企画課）

	（40）デジタル専門人材派遣制度
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（41）未来技術の社会実装により地域課題の解決を目指す伴走支援事業
	（内閣府地方創生推進事務局）

	（42）都道府県と市町村が連携したＤＸ推進体制の構築
	（総務省地域力創造グループ地域情報化企画室）

	（43）プロフェッショナル人材事業
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（44）地域のサイバーセキュリティ人材の育成
	（総務省サイバーセキュリティ統括官室）

	（45）地域におけるサイバーセキュリティ対策の促進
	（経済産業省商務情報政策局サイバーセキュリティ課、総務省サイバーセキュリティ統括官室）

	（46）利用者のＩＣＴリテラシー向上
	（総務省情報流通行政局情報流通振興課情報活用支援室）

	（47）マイナンバーカードと運転免許証の一体化等
	（警察庁交通局運転免許課）

	（48）マイナンバーカードによる利便性の高い市民カードの実現と利活用促進
	（デジタル庁国民向けサービスグループマイナンバーカード利活用促進担当）

	（49）マイナンバーカードによる利便性の高いオンライン市役所サービスの実現
	（デジタル庁国民向けサービスグループマイナンバーカード総括・ＯＳＳ担当）

	（50）マイナンバーカードによる民間電子商取引の発展
	（デジタル庁国民向けサービスグループマイナンバーカード利活用促進担当）

	（51）マイナンバーカードの普及の促進・スマホ搭載の推進
	（デジタル庁国民向けサービスグループマイナンバーカード総括・ＯＳＳ担当、総務省自治行政局住民制度課マイナンバー制度支援室）

	（52）デジタル公共財の共同利用・共同調達の加速
	（デジタル庁国民向けサービスグループ新地方創生担当）

	（53）国・地方共通相談チャットボットによる地方公共団体職員の負担軽減
	（デジタル庁国民向けサービスグループe-Gov担当、総務省行政評価局行政相談企画課）

	（54）規制・制度改革
	（内閣府規制改革推進室）

	（55）デジタル行財政改革の推進
	（内閣官房デジタル行財政改革会議事務局）

	（56）技術の進展に適応した規制環境の実現（地方のアナログ規制見直し）
	（デジタル庁戦略・組織グループデジタル改革企画②（法制・制度担当））

	（57）デジタル活用推進事業債による自治体ＤＸ・地域社会ＤＸの推進
	（総務省自治財政局地方債課）


	５．広域リージョン連携
	（１）広域リージョン連携の推進
	（総務省自治行政局行政課）

	（２）広域地方計画等に基づく「シームレスな拠点連結型国土」の実現
	（国土交通省国土政策局総合計画課）

	（３）広域的な観点からの集約・再編
	（国土交通省総合政策局社会資本整備政策課）

	（４）上下水道の広域化・分散化と衛星データ等の活用
	（国土交通省水管理・国土保全局水道事業課、下水道事業課、水資源部水資源政策課）

	（５）浄化槽の適切な利活用
	（環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課浄化槽推進室）

	（６）群マネによるインフラの老朽化対策
	（国土交通省総合政策局公共事業企画調整課）

	（７）国土の骨格を支える高規格道路ネットワークの整備推進
	（国土交通省道路局企画課）

	（８）整備新幹線、リニア中央新幹線等の幹線鉄道ネットワーク及び都市鉄道の整備推進
	（国土交通省鉄道局幹線鉄道課、都市鉄道政策課）

	（９）国際コンテナ戦略港湾政策による地方立地企業の輸出入などビジネス環境の向上
	（国土交通省港湾局港湾経済課）

	（10）地域の基幹産業の競争力強化や離島交通の安定的確保等に資する港湾整備の推進
	（国土交通省港湾局計画課）

	（11）空港の機能向上と国内航空ネットワークの維持・活性化
	（国土交通省航空局航空ネットワーク部航空ネットワーク企画課、航空事業課、空港計画課、首都圏空港課、近畿圏・中部圏空港課）


	第２章　基本構想「第３章４．（１）国の役割」に基づく支援等
	（１）より多くの地域に寄り添うための人材支援制度の充実
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局、内閣府地方創生推進事務局、地方創生推進室）

	（２）ＲＥＳＡＳ、ＲＡＩＤＡによる情報支援の強化
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局、中小企業庁事業環境部企画課調査室）

	（３）地域密着型データ等の活用による地域連携の充実・深化
	（財務省大臣官房地方課）

	（４）自治体内情報活用（公共サービスメッシュや国が推進するＳａａＳ等 の普及）を通じた自治体業務の効率化
	（デジタル庁デジタル社会共通機能グループ情報連携基盤刷新担当）

	（５）地方公共団体におけるデータとＡＩ活用の推進
	（デジタル庁戦略・組織グループ担当デジタル改革企画④（新技術（ＡＩ）担当））

	（６）地方創生2.0における特区の再起動
	（内閣府地方創生推進事務局）

	（７）地方分権改革の加速化
	（内閣府地方分権改革推進室）

	（８）新しい地方経済・生活環境創生交付金の活用促進
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局）

	（９）地域の実情に応じた取組に対する地方財政措置
	（総務省自治財政局財政課）

	（10）地域の課題解決、成長促進のための官民連携による資金の流れの促進
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局、内閣府地方創生推進事務局）

	（11）国民的な機運向上に向けた広報
	（内閣官房新しい地方経済・生活環境創生本部事務局、内閣府地方創生推進事務局）

	（12）ＳＤＧｓを起点とした地方創生取組
	（内閣府地方創生推進室）

	（13）東日本大震災の被災地における地方創生
	（復興庁地方創生・万博・法制班）

	（14）大阪・関西万博などの国家的イベントの開催を契機とした地方創生の取組の推進
	（内閣官房国際博覧会推進本部事務局）
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